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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振幅変調された音波を照射する音波照射部と、
　前記音波の発生源と被測定対象との距離を、前記音波の変調周波数に対する（１／４）
波長の奇数の整数倍となる距離に設定する設定手段と、
　前記音波が前記被測定対象に対して照射されることによって発生する電磁場を受信する
受信部と、
　前記電磁場の強度、位相、及び周波数からなる群から選択される少なくとも１種の測定
に基づいて、前記被測定対象の電気特性、磁気特性、電気機械特性、及び磁気機械特性か
らなる群から選択される少なくとも１種の特性を抽出する測定部と、を備える、
　被測定対象の特性測定装置。
【請求項２】
　前記音波照射部が、連続して前記振幅変調された音波を発生する、
　請求項１に記載の被測定対象の特性測定装置。
【請求項３】
　前記測定部が、前記音波照射部から発生された前記音波の位相から所定角度ずれた電磁
場に対して前記振幅変調の変調周波数を掃引することにより、極大又は極小となる前記強
度を抽出する、
　請求項１又は請求項２に記載の被測定対象の特性測定装置。
【請求項４】
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　前記受信部が、前記振幅変調された連続した前記音波が前記被測定対象に対して照射さ
れることによって発生する前記電磁場を受信する、
　請求項２に記載の被測定対象の特性測定装置。
【請求項５】
　前記受信部が、磁場を検出するＳＱＵＩＤ（超伝導量子干渉素子）を備えている、
　請求項１、請求項２、又は請求項４に記載の被測定対象の特性測定装置。
【請求項６】
　被測定対象に振幅変調された音波を照射する照射工程と、
　前記照射工程における前記音波の発生源と前記被測定対象との距離を、前記音波の変調
周波数に対する（１／４）波長の奇数の整数倍となる距離に設定する設定工程と、
　前記被測定対象から発生する電磁場を受信する受信工程と、
　前記電磁場の強度、位相、及び周波数からなる群から選択される少なくとも１種の測定
に基づいて、前記被測定対象の電気特性、磁気特性、電気機械特性、及び磁気機械特性か
らなる群から選択される少なくとも１種の特性を抽出する測定工程と、を含む、
　被測定対象の特性測定方法。
【請求項７】
　前記音波が、連続した前記振幅変調された前記音波である、
　請求項６に記載の被測定対象の特性測定方法。
【請求項８】
　前記測定工程が、前記音波の発生源から発生された前記音波の位相から所定角度ずれた
電磁場に対して前記振幅変調の変調周波数を掃引することにより、極大又は極小となる前
記強度を抽出する、
　請求項６又は請求項７に記載の被測定対象の特性測定方法。
【請求項９】
　前記受信工程において、前記振幅変調された連続した前記音波が前記被測定対象に対し
て照射されることによって発生する前記電磁場を受信する、
　請求項７に記載の被測定対象の特性測定方法。
【請求項１０】
　前記受信工程が、ＳＱＵＩＤ（超伝導量子干渉素子）により行われる、
　請求項６、請求項７、又は請求項９に記載の被測定対象の特性測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振幅変調又は周波数変調された音波を受けることよって電磁場を発生し得る
（放射し得る）対象物に対して適用可能な物体の特性測定装置及びその方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　非特許文献１において、強磁性体薄膜の磁化を時間変調すると、コヒーレントなテラヘ
ルツ電磁波の放射が観測されることが報告されている。ただし、この文献１に記載されて
いる技術は、音波ではなく、フェムト秒レーザー光の照射による磁化変調を開示している
にすぎない。
【０００３】
　一方、音波（代表的には、超音波）による計測も、各種の構造物への非破壊検査として
広く利用されている。これは、音波が、光の透過が困難な金属やコンクリートブロックの
ような対象物に対して内部透過性が高いという大きな利点を有するためである。しかしな
がら、これまでは、そのような音波の利用は被測定対象の質量密度分布や弾性的性質の検
査又は診断に限定されていた。
【０００４】
　上述のような状況の中、本願発明者は、音波の特徴を活かしながら、あらゆる対象物を
被測定対象とし得る音波誘起電磁場による物体の特性測定装置及びその方法を提案してい
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る（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】国際公開第ＷＯ２００７／０５５０５７号パンフレット
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】Ｅ．Ｂｅａｕｒｅｐａｉｒｅ　他５名、Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ
．，Ｖｏｌ．８４，Ｎｏ．１８，ｐｐ．３４６５－３４６７，３Ｍａｙ　２００４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　これまでに本願発明者によって創出された上述の物体の特性測定装置及びその方法の優
れた点は、内部透過性の高い音波を利用して、照射した音波と同一周波数の電磁場（通常
ＲＦ波－マイクロ波）の発生を、双極子放射等を通して積極的に促し、電気及び／又は磁
気特性を測定することにある。ここで、上述の物体の特性測定方法及びそれを実現する原
理の詳しい説明については、特許文献１に既に開示されているため省略するが、特筆すべ
きは、音速と光速の違いにより、音波は電磁波に比べて同一周波数であって波長が約５桁
も短い点である。そのため、実時間波形の取得が容易なＭＨｚ／ＧＨｚ周波数帯において
、ミリメータ／マイクロメータのフォーカスを実現することが可能となる。すなわち、音
波測定は電磁波測定よりも同一周波数で空間分解能を（例えば）５桁高くすることができ
るため、上述の物体の特性測定装置及びその方法の優位性が発揮される。
【０００８】
　ところで、上述の物体の特性測定装置及びその方法において、仮にパルス状音波を照射
する場合、音波発生源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号を時間的に
分離（換言すれば、抽出）した状態で測定することができるという顕著な利点がある。し
かしながら、連続波を照射することによって上述の物体の特性測定手段を実施する場合、
音波発生源の発生する電磁場ノイズ等から上述の電気信号を確度高く抽出することは必ず
しも容易ではなかった。この連続波の問題は、例えば、音波発生源による電磁ノイズや被
測定対象に対して照射した音波のエコーが、偶然にその物体から発生した（測定対象の）
電磁場（electromagnetic fields）と重なって表れたときに顕在化することになる。とい
うのも、音波発生源から発せられる音波の周波数と、測定対象となる信号の周波数とが同
じ周波数帯に属するためである。
【０００９】
　加えて、仮に、測定対象となる信号を比較的抽出し易いパルス状音波を照射する場合に
おいても、実効的な積分時間が短いために測定時間が長くなるという問題がある。具体的
には、例えば、測定対象となる信号が発生している時間幅は、一般的に１０μ秒以下であ
るのに対して、パルス状音波の繰り返し時間は通常０．１秒（１００Ｈｚ）である。その
ため、実効的に信号を積分している時間が測定時間の０．０１％でしかない。換言すると
、１秒積算することによって得られるノイズ強度比に対する信号強度比（signal-to-nois
e ratio，以下、単に「Ｓ／Ｎ比」という。）がかなり小さくなる。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、物体の特性測定手段として音波を利用することによって高い空間分解能を維
持しつつ、仮に連続波であっても音波発生源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象とな
る電気信号を確度高く抽出することのできる被測定対象の特性測定技術の更なる向上に大
きく貢献するものである。
【００１１】
　上述のように、音波発生源の発生する電磁場ノイズ等と測定対象となる電気信号とが同
じ周波数帯に属している場合、特に連続波として音波を照射すると、前述のノイズから測
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定対象となる電気信号を適切に抽出することが困難となる。一方、パルス状の音波の照射
では、測定精度は高まっても、短時間での測定を実現することが容易ではない。本願発明
者は、そのような、いわば二律背反する状況の中で鋭意研究を重ねた結果、照射する音波
に対して従来とは異なる工夫を加えることにより、上述の複数の問題が同時に解決され得
ることを知見し、本発明が完成した。
【００１２】
　本発明の１つの被測定対象の特性測定装置は、被測定対象から離れて配置される、振幅
変調又は周波数変調された音波を照射する音波照射部と、その音波が前述の被測定対象に
対して照射されることによって発生する電磁場を受信する受信部と、その電磁場の強度、
位相、及び周波数からなる群から選択される少なくとも１種の測定に基づいて、前述の被
測定対象の電気特性、磁気特性、電気機械特性、及び磁気機械特性からなる群から選択さ
れる少なくとも１種の特性を抽出する測定部とを備えている。
【００１３】
　この特性測定装置によれば、音波照射部から照射される音波が振幅変調又は周波数変調
された音波であるため、振幅変調又は周波数変調されなかった場合と比較して、被測定対
象から発生する電磁場の抽出が容易になる。すなわち、この特性測定装置によれば、音波
発生源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号をより確度高く抽出するこ
とが可能となる。また、この特性測定装置によれば、上述のとおり、音波照射部が被測定
対象から離れて配置されるため、いわゆる非破壊の測定装置として活用され得る点は有利
である。
【００１４】
　ところで、上述の被測定対象の特性測定装置において、その音波照射部が連続して振幅
変調又は周波数変調された音波を発生することは、より好ましい一態様である。照射され
る音波が連続波になれば、被測定対象から発生する電磁場の抽出が容易になるだけでなく
、実効的に信号を積分する時間が格段に増えることになる。その結果、Ｓ／Ｎ比が格段に
向上するとともに、連続波の照射を行った場合の測定時間がパルス状音波の照射の際の測
定時間と比較して顕著に短縮され得る。
【００１５】
　また、本発明の１つの被測定対象の特性測定方法は、被測定対象に振幅変調又は周波数
変調された音波を照射する照射工程と、その被測定対象から発生する電磁場を受信する受
信工程と、前述の電磁場の強度、位相、及び周波数からなる群から選択される少なくとも
１種の測定に基づいて、前述の被測定対象の電気特性、磁気特性、電気機械特性、及び磁
気機械特性からなる群から選択される少なくとも１種の特性を抽出する測定工程とを含ん
でいる。
【００１６】
　この特性測定方法によれば、照射される音波が振幅変調又は周波数変調された音波であ
るため、振幅変調又は周波数変調されなかった場合と比較して、被測定対象から発生する
電磁場の抽出が容易になる。すなわち、この特性測定方法によれば、音波発生源の発生す
る電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号をより確度高く抽出することが可能となる
。
【００１７】
　ところで、上述の被測定対象の特性測定方法において、その音波が振幅変調又は周波数
変調された連続波であることは、より好ましい一態様である。照射される音波が連続した
音波になれば、被測定対象から発生する電磁場の抽出が容易になるだけでなく、実効的に
信号を積分する時間が格段に増えることになる。その結果、Ｓ／Ｎ比が格段に向上すると
ともに、連続波の照射を行った場合の測定時間がパルス状音波の照射の際の測定時間と比
較して顕著に短縮され得る。
【００１８】
　また、本発明の１つの被測定対象の特性測定プログラムは、被測定対象に振幅変調又は
周波数変調された音波を照射する照射ステップと、その被測定対象から発生する電磁場を
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受信する受信ステップと、その電磁場の強度、位相、及び周波数からなる群から選択され
る少なくとも１種の測定に基づいて、前述の被測定対象の電気特性、磁気特性、電気機械
特性、及び磁気機械特性からなる群から選択される少なくとも１種の特性を抽出する測定
ステップとを含んでいる。
【００１９】
　この特性測定プログラムの実行により、照射される音波が振幅変調又は周波数変調され
た音波であるため、振幅変調又は周波数変調されなかった場合と比較して、被測定対象か
ら発生する電磁場の抽出が容易になる。すなわち、この特性測定方法によれば、音波発生
源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号をより確度高く抽出することが
可能となる。
【００２０】
　なお、本出願では、便宜上、ケーブルやアンプを流れる電磁気信号（ＲＦ信号）のこと
を「電気信号」と呼ぶ。また、本出願では、便宜上、音波照射部と被測定対象の間の媒体
中に発生している電磁場（ＲＦ場）のことを、「電磁場」と呼ぶ。また、この「電磁場」
は「電磁波」と呼ばれることもあるが、本出願は、従来から本発明者及び／又は本願出願
人が意図していた、いわゆる近接場（ｎｅａｒ‐ｆｉｅｌｄ）と遠方場（ｆａｒ－ｆｉｅ
ｌｄ）とを含む概念であることをより明確に示す、「電磁場」という表現を用いることと
した。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の１つの被測定対象の特性測定装置によれば、音波照射部から照射される音波が
振幅変調又は周波数変調された音波であるため、振幅変調又は周波数変調されなかった場
合と比較して、被測定対象から発生する電磁場の抽出が容易になる。すなわち、この特性
測定装置によれば、音波発生源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号を
より確度高く抽出することが可能となる。
【００２２】
　また、本発明の１つの被測定対象の特性測定方法によれば、照射される音波が振幅変調
又は周波数変調された音波であるため、振幅変調又は周波数変調されなかった場合と比較
して、被測定対象から発生する電磁場の抽出が容易になる。すなわち、この特性測定方法
によれば、音波発生源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号をより確度
高く抽出することが可能となる。
【００２３】
また、本発明の１つの被測定対象の特性測定プログラムの実行により、照射される音波が
振幅変調又は周波数変調された音波であるため、振幅変調又は周波数変調されなかった場
合と比較して、被測定対象から発生する電磁場の抽出が容易になる。すなわち、この特性
測定方法によれば、音波発生源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号を
より確度高く抽出することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の第１の実施形態における被測定対象の特性測定装置の構成図である。
【図２】物体の部分に音波を照射して誘起される電磁場の様子を示す図である。
【図３】本発明の第１の実施形態における被測定対象の特性測定装置のうち、音波発生器
と被測定対象との関係を説明する概念図である。
【図４】本発明の第１の実施形態における振幅変調周波数（横軸）の掃引による、測定対
象信号（電気信号）の強度（縦軸）の変動を示すグラフである。
【図５】本発明の第１の実施形態における被測定対象の特性測定フローチャートである。
【図６】本発明の第２の実施形態における被測定対象の特性測定装置の構成図である。
【図７】本発明の第３の実施形態における被測定対象の特性測定装置の構成図である。
【図８】本発明のその他の実施形態における被測定対象の特性測定装置の構成図である。
【図９】本発明のその他の実施形態における被測定対象の特性測定装置のうち、音波発生
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器と被測定対象との関係を説明する概念図である。
【符号の説明】
【００２５】
　１　　　音波集束ビーム
　２　　　音波集束領域
　３　　　正の荷電粒子
　４　　　負の荷電粒子
　５　　　音波の振動方向
　６　　　音波によって誘起される電磁場
　１０　　第１波形発生器
　１５　　分配器
　２０　　第２波形発生器
　２５　　第１増幅器
　３０　　第１ミキサー
　４０　　音波発生器
　５０，７０，８０　　受信部
　５２　　アンテナ
　５４　　第２増幅器
　５６　　バンドバスフィルタ
　６０　　測定部
　６２　　位相調整器
　６４　　第２ミキサー
　６６　　ロ－パスフィルタ
　６８　　ロックインアンプ
　７２　　共振回路
　７４，８４　　増幅器
　８２ａ　表面電極
　８２ｂ　裏面電極
　９０　　被測定対象
　１００，２００，３００，４００　　　被測定対象の特性測定装置
　４１２　　周波数変調発振回路
　４６７　　周波数変調復調回路
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　つぎに、本発明の実施形態を、添付する図面に基づいて詳細に述べる。尚、この説明に
際し、全図にわたり、共通する部分には共通する参照符号を付す。また、図中、本実施形
態の要素は必ずしもスケール通りに示していない。
【００２７】
＜第１の実施形態＞
　図１は、本実施形態の被測定対象の特性測定装置１００（以下、単に、「特性測定装置
１００」ともいう。）の構成を示す図である。なお、本図面は概要図であるため、各構成
部分を制御する制御部及び／又は各構成部分ないし該制御部に接続するコンピューターを
含む周辺装置ないし機器は図１から省略されている。また、本出願における本実施形態と
は別の被測定対象の特性測定装置の構成を示す図についても同様である。
【００２８】
　図１に示すように、本実施形態の特性測定装置１００は、大きく３つの構成部分に分類
される。
【００２９】
　まず、その１つの構成部分は、被測定対象９０に対して照射する音波を発生する音波発
生器４０である。本実施形態において、照射される音波の振幅は変調されている。具体的



(7) JP 5892623 B2 2016.3.23

10

20

30

40

50

には、まず、第１波形発生器（ＦＧ）１０によって発生する高周波（本実施形態では、周
波数が１０ＭＨｚ）の波形が、分配器１５の経由し、第１ミキサー（本実施形態では、Ｄ
ＢＭ（Double-balanced Mixer））３０によって、もう１つの低周波用（本実施形態では
、周波数が５ｋＨｚ～７０ｋＨｚ）の第２波形発生器２０から発生する波形と合成される
ことにより、振幅変調された波形が形成される。そして、本実施形態では、変調された波
形が第１増幅器２５によって増幅された後、音波発生器４０により、キャリア周波数（ｆ

０）が１０ＭＨｚであり、振幅変調の変調周波数（以下、「振幅変調周波数」ともいう）
（ｆｍ）が５ｋＨｚ～７０ｋＨｚの、振幅変調された音波が被測定対象９０に向けて照射
される。なお、上述のとおり、狭義の意味では、本実施形態の音波照射部は音波発生器４
０のみを指すが、広義の意味では、本実施形態の音波照射部には、音波発生器４０に加え
て、第１波形発生器１０、第２波形発生器２０、第１ミキサー３０、及び第１増幅器２５
が含まれる。
【００３０】
　ところで、特性測定装置１００における音波照射部（例えば、音波発生器４０）と被測
定対象９０との間が離れていれば、その間の距離は特に限定されない。より具体的には、
音波照射部と被測定対象９０の間に、音波によって誘起される、測定対象となる電磁場と
同等又はそれ以上の電磁場を発しない媒体が介在していれば、音波照射部（例えば、音波
発生器４０）と被測定対象９０との間の距離は特に限定されない。また、本出願において
は、振幅変調（amplitude modulation）は、単にＡＭと表記されることがある。
【００３１】
　ここで、音波発生器４０によって照射される前に振幅変調された波形が第１増幅器２５
によって増幅されているが、本実施形態はこの構成に限定されない。例えば、第１増幅器
２５が無い場合であっても、測定に必要な音波強度が発生するのであれば、本実施形態の
特性測定装置１００と実質的に同等の効果、又はその少なくとも一部の効果が奏されるこ
とが確認されている。
【００３２】
　次に、その２つ目の構成部分は、振幅変調された音波が照射されることによって被測定
対象９０から発生する、測定対象信号を含む電磁場（以下、単に「電磁場」ともいう。）
を受信する受信部５０である。
【００３３】
　詳細な説明については、上述の特許文献１の記載に譲るが、ここで簡単に、被測定対象
９０において、音波が照射された部分に誘起される電磁場について説明する。
【００３４】
　図２は、被測定対象９０の部分に音波を照射して誘起される電磁場の様子を示す図であ
る。図２において、音波集束ビーム１は、被測定対象９０の部分２に集束している様子を
示しており、丸印で囲んだ＋及び－の記号は、それぞれ正の荷電粒子３及び負の荷電粒子
４を示している。また、被測定対象９０の音波集束領域２では、正の荷電粒子３と負の荷
電粒子４との濃度のバランスが崩れ、正の荷電粒子３が負の荷電粒子４よりも多い電荷分
布状態を示している。加えて、矢印５は、音波集束ビーム１の音波振動方向を示しており
、電場の向きに対応する。また、矢印６は、矢印５に垂直な面内で発生する磁場を示して
いる。
【００３５】
　図２に示すように、音波集束ビーム１の照射によって、正の荷電粒子３及び負の荷電粒
子４は、音波の振動方向（矢印５）に音波の振動数で振動する。そうすると、正の荷電粒
子３及び負の荷電粒子４の振動は電荷が振動することになるので、振動方向５に垂直な面
内で発生する磁場（矢印６）が誘起される。発生する電磁場は、互いに位相がπだけずれ
ているので、それらの電磁場が互いに打ち消しあうために電磁場は誘起されない。しかし
ながら、被測定対象９０の音波集束領域２では、負の荷電粒子４よりも正の荷電粒子３が
多い電荷分布状態であるので、互いに完全に打ち消し合うことができず、正味の電磁場（
矢印６）が誘起されることになる。従って、音波によって誘起される電磁場を観測し、電
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磁場の強度変化が観測されれば、電荷分布に変化が生じたこと、即ち、正の荷電粒子３又
は負の荷電粒子４の濃度に変化が生じたか、或いはその両方の濃度が変化したことがわか
る。その結果、音波によって誘起される電磁場の測定から、被測定対象９０中の荷電粒子
の特性値、この場合にはその濃度の変化を測定することができる。
【００３６】
　ところで、図２は、音波によって誘起される電磁場の測定から、荷電粒子の濃度変化を
測定する例を示したが、測定できる荷電粒子の特性値の変化としては、濃度だけでなく、
質量、サイズ、形状、荷電数、又は荷電粒子を取り囲む媒体との相互作用力の変化が可能
である。例えば、被測定対象９０の状態に関する他の知識や、或いは、他の何らかの手段
による知識から、濃度、質量、サイズ、形状、及び荷電数の変化が起こり得ない状態であ
れば、測定した電磁場の強度変化は、荷電粒子を取り囲む媒体との相互作用力の変化に結
びつけることができる。従って、例えば、測定した電磁場の強度変化は、電子分極率又は
陽イオン分極率の変化に結びつけることができる。
【００３７】
　本実施形態の特性測定装置１００及びその特性測定方法においては、被測定対象９０の
電気特性として、電場、誘電率、電場、又は誘電率の空間勾配を測定することができる。
また、本実施形態の特性測定装置１００及びその特性測定方法においては、被測定対象９
０の磁気特性として、電子スピン又は核スピンに起因した磁化を測定することもできる。
具体的には、電気分極の場合と同様に、磁化が時間変化しても電磁場が発生する。Ｍａｘ
ｗｅｌｌ方程式によると、放射電場は磁化の時間に対する２回微分に比例する（非特許文
献１参照）。従って、電磁場強度や位相から、磁化の大きさや方向を測定することが可能
である。
【００３８】
　本実施形態の特性測定装置１００及びその特性測定方法においては、被測定対象の磁気
特性として、電子スピン又は核スピンに起因した音響磁気共鳴を測定することができる。
具体的には、ある特定の共鳴周波数で、音波が効率よく吸収され、電子スピン又は核スピ
ンの方向が変化することから、その周波数において電磁場強度や位相が大きく変化するこ
とが期待される。情報としては、共鳴周波数を確定することができる。加えて、通常のＥ
ＳＲ（電子スピン共鳴）やＮＭＲ（核磁気共鳴）と同様に、音波の周波数を走査すれば、
スペクトルが得られ、電子スピンや核スピンの情報を取得できる。また、電子スピンや核
スピンの緩和時間が測定できる。
【００３９】
　本実施形態の特性測定装置１００及びその特性測定方法においては、被測定対象９０の
電気機械特性又は磁気機械特性として、圧電特性又は磁歪特性を次のようして測定するこ
とができる。反転対象性のないイオン結晶は原理的に歪によって、電気分極が生じる。従
って、音波誘起電磁場といえる測定対象の電磁場の強度から分極の大きさを得ることがで
きる。音波を走査すれば、被測定対象９０の圧電特性を画像化することができる。さらに
、音波伝播方向と、発生した電磁場の角度分布から、圧電テンソルを、被測定対象９０に
電極を設けずに非接触で測定することができる。
【００４０】
　本実施形態の特性測定装置１００及びその特性測定方法においては、被測定対象９０の
電気機械特性又は磁気機械特性として、磁歪特性を次のようして測定することができる。
磁歪とは、結晶歪により電子軌道が変化し、軌道・スピン相互作用を通じて電子スピン磁
化に変化が加わる現象をいう。他の態様として、磁区構造が外部歪によって変化し、その
結果、巨視的な領域（音波ビームスポット程度）での有効磁化が変化することもある。ま
た、結晶歪により、結晶場分裂に変化が生じ、これが電子状態を変化させ、電子スピン磁
化の大きさを変化させることもある。これらの時間変化が電磁場を発生させると考えられ
る。従って、音波誘起電磁場の強度から磁化の大きさや軌道・スピン相互作用、結晶歪と
電子軌道変化の敏感さ、結晶場分裂と歪の敏感さ、結晶場分裂と電子スピン状態の関係、
又は磁区構造と歪の関係を決定することができる。音波伝播方向と放射強度からは、被測
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定対象９０に電極を設けずに、非接触で磁歪テンソルを測定することができる。磁歪特性
の画像化も圧電特性と同様に可能である。
【００４１】
　本実施形態の特性測定装置１００及びその特性測定方法においては、被測定対象９０に
音波を照射し、この被測定対象９０から発生する電磁場を測定する。そして、電磁場の強
度、位相、及び周波数からなる群から選択される少なくとも１種の測定に基づいて、被測
定対象９０の電気特性、磁気特性、電気機械特性、及び磁気機械特性からなる群から選択
される少なくとも１種の特性を抽出することができる。従って、被測定対象９０の電気特
性としては、電場、誘電率、電場又は誘電率の空間勾配、被測定対象９０の有する荷電粒
子における濃度、質量、寸法、形状、荷電数、荷電粒子を囲む媒体との相互作用からなる
群から選択される少なくとも１種の特性値の変化を測定することができる。被測定対象９
０の磁気特性としては、被測定対象９０の電子スピン又は核スピンに起因した磁化、被測
定対象９０の電子スピン、又は核スピンに起因した音響磁気共鳴を測定することができる
。被測定対象９０の電気機械特性、及び磁気機械特性としては、被測定対象９０の圧電特
性又は磁歪特性を測定することができる。
【００４２】
　上述のとおり、本実施形態の特性測定装置１００においては、被測定対象９０から発生
する測定対象信号を含む電磁場が受信部５０によって受信されることになる。本実施形態
の受信部５０は、アンテナ５２、バンドパスフィルタ（Band-pass filter）５６、及び第
２増幅器５４が含まれる。ここで、被測定対象９０から発生する（放射される）電磁場は
、その近接場（near field）又は近接場ではない非近接場、即ち遠接場（far field）の
電磁場測定により測定することができる。また、アンテナ５２の種類は、電磁場を検出で
きるものであれば問われない。例えば、ループ型アンテナやアレイ型アンテナなどの各種
アンテナや、ループ型やアレイ型のコイルからなるアンテナを使用することができる。
【００４３】
　アンテナ５２によって受信された電磁場は、第２増幅器５４によって増幅された後、バ
ンドバスフィルタ５６によって所定の周波数帯（本実施形態では、９．９ＭＨｚ～１０．
１ＭＨｚ）の範囲外の電磁場が取り除かれる。
【００４４】
　そして、本実施形態の特性測定装置１００の３つ目の構成部分は、受信部５０によって
形成された所定の周波数帯の電磁場から、被測定対象９０における上述の電気特性、磁気
特性、電気機械特性、及び磁気機械特性からなる群から選択される少なくとも１種の特性
を抽出する測定部６０である。
【００４５】
　本実施形態の測定部６０は、まず、分配器１５の経由し、位相調整器（Phase Shifter
）６２によって位相が調整された第１波形発生器１０からの高周波の波形と、上述の電磁
場に基づく電気信号とを、第２ミキサー（本実施形態では、ＤＢＭ（Double-balanced Mi
xer））６４によって合成する。そして、合成された電気信号のうち、ローパスフィルタ
（Low-pass filter）６６によって、低周波成分（本実施形態では、１．９ＭＨｚ以下）
の周波数成分）が取り出された後、ロックインアンプ６８において、取り出された電気信
号の中から、測定対象となる電気信号を抽出する。
【００４６】
　ここで、本実施形態における測定の内容と具体的な結果について説明する。
【００４７】
　図３は、本実施形態における被測定対象の特性測定装置１００のうち、音波発生器４０
と被測定対象９０との関係を説明する概念図である。また、図４は、本実施形態における
振幅変調周波数（横軸）の掃引による、測定対象信号（電気信号）の強度（縦軸）の変動
を示すグラフである。ここで、図４における測定対象信号は、「虚部（９０°）」と表示
されているグラフである。
【００４８】
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　図３に示すように、音波発生器４０から発生する音波が振幅変調されている。本実施形
態においては、高周波成分はキャリア周波数（ｆ０）が１０ＭＨｚであり、振幅変調周波
数（ｆｍ）は、キャリア周波数よりも少なくとも１桁低い周波数（例えば、５ｋＨｚ～７
０ｋＨｚ）である。そのため、音波発生器４０と被測定対象９０との距離が１／４波長の
奇数の整数倍の場合、図４に示すように、音波発生器４０が発生するノイズ成分の位相と
、被測定対象９０から発生する測定対象となる電磁場の位相とは、互いに理想的には９０
°ずれることになる。より具体的には、例えば、図４における６．２５ｋＨｚが示す波形
の極大となった場所は、１／４波長の１倍となる場所であり、１８．７５ｋＨｚが示す波
形が極小となった場所は、１／４波長の３倍となる場所である。
【００４９】
　そこで、本実施形態では、ロックインアンプ６８において、音波発生器４０に入力する
信号（本実施形態では、第２波形発生器２０から発生する波形）を参照信号としてロック
イン検出することにより、０°成分（実数成分）である音波発生器４０からのノイズ成分
と、９０°成分（虚数成分）である測定対象となる電気信号とを分離することが可能とな
る。換言すれば、本実施形態における被測定対象の特性測定装置１００の測定部６０は、
音波発生器４０からのノイズ成分を含む電気信号から、測定対象となる電気信号を確度高
く抽出することができる。そうすると、被測定対象９０の測定対象部位における電気特性
、磁気特性、電気機械特性、及び磁気機械特性からなる群から選択される少なくとも１種
の特性が適切に抽出される。
【００５０】
　ここで、本実施形態においては、高周波成分はキャリア周波数（ｆ０）が１０ＭＨｚで
あり、空間分解能を決めることになる。一方、振幅変調周波数（ｆｍ）は、キャリア周波
数よりも少なくとも１桁低い周波数（例えば、５ｋＨｚ～７０ｋＨｚ）である。従って、
本実施形態では、キャリア周波数に対して３桁以上低い周波数が振幅変調周波数として採
用されているため、音波発生源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号を
より確度高く抽出することが可能となる。同時に、本実施形態についての特性測定プログ
ラムによれば、キャリア周波数が高周波である１０ＭＨｚであるため、十分な空間分解能
を維持することが出来る。
【００５１】
　また、特に興味深いことには、本実施形態では、被測定対象９０に対して照射される音
波が連続波であるかパルス波であるかを問わないことである。これは、本実施形態によれ
ば、音波発生器４０からのノイズと被測定対象９０からの測定対象となる電気信号とを時
間的に分離する必要がないためである。但し、連続した音波が照射されれば、被測定対象
９０から発生する電磁場の抽出が容易になるだけでなく、実効的に信号を積分する時間が
格段に増えることになる。その結果、Ｓ／Ｎ比が格段に向上するとともに、連続波の照射
を行った場合の測定時間がパルス状音波の照射の際の測定時間と比較して顕著に短縮され
得る。換言すれば、変調された連続する音波を被測定対象９０に対して照射すること、及
び変調された連続する音波を受信部５０が受信することは、前述の観点から好ましい一態
様である。
【００５２】
　例えば、本実施形態では、半周期矩形波（５０ｎｓ幅）のパルス波と比較して、連続波
のＳ／Ｎ比が約５０倍以上に向上することが確認されている。換言すれば、測定時間は約
２５００分の１よりも短縮されるという特筆すべき効果が得られる。加えて、連続する音
波を照射すれば、パルス状の音波を照射する場合に観察される余計な周波数成分（例えば
、パルス状の音波によって発生する広帯域な電磁場ノイズ）が含まれた電磁場を受信する
ことがないため、その点においてもＳ／Ｎ比の向上に寄与することになる。なお、連続し
た音波が照射されること、及び受信部５０が連続した音波が被測定対象９０に対して照射
されることによって発生する電磁場を受信することによって生じる上述の各効果は、振幅
変調の場合のみならず、後述する周波数変調された音波の場合にも奏され得る。
【００５３】



(11) JP 5892623 B2 2016.3.23

10

20

30

40

50

　さらに、図４に示すように、振幅変調周波数を掃印すると、ちょうど１／４波長の奇数
の整数倍に相当する信号強度が極大又は極小になると予想される。その結果、仮に、音波
発生器４０と被測定対象９０との距離が不明である場合であっても、前述の極大又は極小
となる周波数を知ることにより、音波発生器４０から被測定対象９０までの距離を容易に
算出することができることになる。例えば、「信号の極値電圧が得られる条件」を図４示
すグラフに当てはめると、６．２５ｋＨｚの極大値は、ｎ＝１であり、ｆｍｏｄ＝（ｖ／
４ｄ）となる。また、１８．７５ｋＨｚの極小値は、ｎ＝２であり、ｆｍｏｄ＝（３ｖ／
４ｄ）となる。さらに、６．２５ｋＨｚの極大値は、ｎ＝３であり、ｆｍｏｄ＝（５ｖ／
４ｄ）となる。したがって、本実施形態の被測定対象の特性測定装置１００によれば、当
初不明確であった音波発生器４０から被測定対象９０までの距離を測定することも可能と
なる。
【００５４】
　ところで、既に述べたとおり、本実施形態では、一例として、特性測定装置１００の各
構成部分を制御する制御部がコンピューターに接続されている。このコンピューターは、
上述の各構成部分における処理を実行するための、被測定対象９０の特性測定プログラム
により、上述の各構成部分の処理を監視し、又は統合的に制御する。以下に、具体的な特
性測定フローチャートを示しながら、被測定対象９０の特性測定プログラムを説明する。
尚、本実施形態では、上述の特性測定プログラムがコンピューター内のハードディスクド
ライブ、又はコンピューターに設けられた光ディスクドライブ等に挿入される光ディスク
等の公知の記録媒体に保存されているが、この特性測定プログラムの保存先はこれに限定
されない。例えば、この特性測定プログラムの一部又は全部は、本実施形態における制御
部内に保存されていてもよい。また、この特性測定プログラムは、ローカルエリアネット
ワークやインターネット回線等の公知の技術を介して上述の各プロセスを監視し、又は制
御することもできる。
【００５５】
　なお、上述のコンピューターにより、音波誘起電磁場の時系列信号の所定の時間を、高
速フーリエ変換（ＦＦＴ）のアルゴリズムによりフーリエ変換すれば、計算時間の短縮が
できる。このフーリエスペクトルを得る手段は、コンピューターによらない専用のＤＳＰ
（デジタルシグナルプロセッサ）やＦＦＴ装置でも良い。また、本実施形態の特性測定装
置１００においては、電気信号の増幅や復調等の信号処理のために、受信部５０用の集積
回路やＤＳＰも採用され得る。
【００５６】
　まず、本実施形態についての被測定対象９０の特性測定プログラムを説明する。図５は
、本実施形態における被測定対象９０の特性測定フローチャートである。
【００５７】
　図５に示すとおり、本実施形態についての被測定対象の特性測定プログラムを実行する
と、まず、被測定対象９０が配置されると、ステップＳ１０１において、キャリア周波数
の波形と振幅変調周波数の波形とを合成する。従って、本実施形態では、ステップＳ１０
１において、高周波である１０ＭＨｚの波形と、低周波である５ｋＨｚ～７０ｋＨｚの波
形とが合成される。次に、ステップＳ１０２において、音波発生器４０が被測定対象９０
に対して振幅変調された音波を照射する、照射ステップが実行される。その後、ステップ
Ｓ１０３において、被測定対象９０から発生する電磁場を受信部５０が受信する受信ステ
ップが実行される。この電磁場は、上述のとおり、音波発生器４０からのノイズ成分及び
その他のノイズ成分を含んでいる。
【００５８】
　続いて、ステップＳ１０４において、測定部６０がキャリア周波数をリファレンスとし
て、受信された（ノイズ成分を含む）電磁場に基づく電気信号を復調し、ローパスフィル
タ６６を通して低周波成分を取り出す。その後、ステップＳ１０５において、測定部６０
が、取り出された電気信号の中から、ノイズ成分と差別化された測定対象の電気信号を抽
出する。本実施形態では、主としてステップＳ１０４及びステップＳ１０５が測定ステッ
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プに該当する。
【００５９】
　従って、本実施形態についての特性測定プログラムを実行すれば、被測定対象９０に対
して照射される音波が振幅変調された音波であるため、振幅変調されなかった場合と比較
して、被測定対象９０から発生する電磁場の抽出が容易になる。特に、本実施形態では、
キャリア周波数に対して少なくとも１桁以上低い周波数が振幅変調周波数として採用され
ているため、音波発生源の発生する電磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号をより確
度高く抽出することが可能となる。同時に、本実施形態についての特性測定プログラムに
よれば、キャリア周波数が高周波である１０ＭＨｚであるため、十分な空間分解能を維持
することが出来る。
【００６０】
＜第２の実施形態＞
　本実施形態の被測定対象の特性測定装置２００（以下、単に、「特性測定装置２００」
ともいう。）は、第１の実施形態の受信部５０が受信部７０に変更された点を除き、第１
の実施形態のそれらと同様である。従って、第１の実施形態と重複する説明は省略され得
る。
【００６１】
　図６は、本実施形態の被測定対象の特性測定装置２００の構成を示す図である。本実施
形態では、被測定対象９０が音波発生器４０からの振幅変調された音波を受けると、被測
定対象９０から発生する電磁場は、受信部７０の共振回路７２によって受信された後、増
幅器７４を経由して第２ミキサー６４に送られる。
【００６２】
　上述の特性測定装置２００が採用された場合であっても、被測定対象９０から発生する
電磁場は受信部７０によって受信された後、測定部６０によって音波発生源の発生する電
磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号をより確度高く抽出することが可能となる。
【００６３】
＜第３の実施形態＞
　本実施形態の被測定対象の特性測定装置３００（以下、単に、「特性測定装置３００」
ともいう。）は、第１の実施形態の受信部５０が受信部８０に変更された点を除き、第１
の実施形態のそれらと同様である。従って、第１の実施形態と重複する説明は省略され得
る。
【００６４】
　図７は、本実施形態の被測定対象の特性測定装置３００の構成を示す図である。本実施
形態では、被測定対象９０が音波発生器４０からの振幅変調された音波を受けると、被測
定対象９０から発生する電磁場は、被測定対象９０上に配置された表面電極８２ａ及び裏
面電極８２ｂから配線から増幅器８４を経由して第２ミキサー６４に送られる。
【００６５】
　上述の特性測定装置３００が採用された場合であっても、被測定対象９０から発生する
電磁場は受信部８０によって受信された後、測定部６０によって音波発生源の発生する電
磁場ノイズ等から測定対象となる電気信号をより確度高く抽出することが可能となる。な
お、本実施形態の特性測定装置３００は、第１の実施形態の特性測定装置１００が採用し
ていたバンドバスフィルタ５６を備えていない。しかしながら、例えば、キャリア周波数
に近い帯域で特別大きなノイズの混入が無い場合、あるいは測定対象となる電気信号が十
分大きい場合であれば、バンドバスフィルタ５６が無くても第１の実施形態の効果と同様
の、又は少なくとも一部の効果が奏される。
【００６６】
　なお、本実施形態においては、被測定対象９０からの電磁場のうち、磁場の測定をＳＱ
ＵＩＤ（超伝導量子干渉素子）を用いて測定してもよい。ＳＱＵＩＤは、超伝導体からな
るリング内に１つ又は２つのジョセフソン接合を有する素子である。ジョセフソン接合が
１つの場合はｒｆ－ＳＱＵＩＤ、ジョセフソン接合が２つの場合はｄｃ－ＳＱＵＩＤと、
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それぞれ呼ばれている。ＳＱＵＩＤは、超伝導の量子化現象を応用した超高感度磁気セン
サであり、従来の磁気センサに比べて１００倍以上の感度を有しており、地磁気の５，０
００万分の１以下という微弱磁場を検出することができる点が優れている。
【００６７】
　また、上述の各実施形態では、キャリア周波数（ｆ０）が１０ＭＨｚであり、振幅変調
周波数（ｆｍ）が５ｋＨｚ以上７０ｋＨｚ以下であるが、それらの周波数は本実施形態の
数値に限定されない。例えば、音波発生器４０のキャリア周波数が、０．１ＭＨｚ以上１
００ＭＨｚ以下であり、音波発生器４０の振幅変調周波数が、そのキャリア周波数よりも
一桁以上小さく、かつ０．１ｋＨｚ以上１００ｋＨｚ以下であれば、上述の各実施形態の
効果と同様の効果、又はその効果のうち、少なくとも一部の効果が奏され得る。但し、非
破壊検査としての適用性を高める観点からいえば、前述のキャリア周波数の好ましい範囲
は、１ＭＨｚ以上２０ＭＨｚ以下であり、振幅変調周波数（ｆｍ）の好ましい範囲は、１
００ｋＨｚ以上２０００ｋＨｚ以下である。
【００６８】
　また、上述の各実施形態では、測定部６０が位相調整器６２を備えているが、上述の各
特性測定装置１００，２００，３００の構成はそのような測定部に限定されない。例えば
、ケーブルの長さを調整すれば、各特性測定装置１００，２００，３００が位相調整器６
２を備えていなくても、上述の各実施形態の効果と同様の、又は少なくとも一部の効果が
奏される。
【００６９】
　さらに、上述の各実施形態では、２つの波形発生器が採用されているが、それらの代わ
りに、第１波形発生器１０の機能と第２波形発生器２０の機能を両方ともに有する公知の
一台の波形発生器を用いることも他の採用し得る一態様である。
【００７０】
　加えて、上述の各実施形態では、ロックインアンプ６８において、９０°成分（虚数成
分）の電気信号を抽出することにより、音波発生器４０からのノイズ成分を含む電気信号
から測定対象となる電気信号を抽出したが、上述の各実施形態はこの角度に限定されない
。例えば、実際に使用する特性測定装置又はその一部の装置、あるいは該装置の一部をな
す電子部品の性能としての位相精度によって、９０°とは異なる角度を採用しても、上述
の各実施形態の効果のうちの全部又は少なくとも一部の効果が奏され得る。また、被測定
対象に要求される測定精度によっても、適宜、９０°とは異なる角度が採用され得る。従
って、上述の各実施形態において、音波照射部から発生された音波の位相から所定角度ず
れた電気信号を測定対象となる電気信号として抽出する際、その所定角度は、代表的には
９０°であるが、その角度に限定されない。
【００７１】
＜その他の実施形態＞
　さらに、上述の各実施形態においては、振幅変調された音波が被測定対象９０に対して
照射されているが、振幅変調された音波に代えて周波数変調された音波が照射された場合
であっても、上述と同様の効果が奏され得る。以下に、より詳細に説明する。なお、本出
願においては、周波数変調（frequency modulation）は、単にＦＭと表記されることがあ
る。
【００７２】
　図８は、周波数変調された音波を利用した、本実施形態の被測定対象の特性測定装置４
００（以下、単に、「特性測定装置４００」ともいう。）の構成を示す図である。また、
図９は、本実施形態における被測定対象の特性測定装置４００のうち、音波発生器４０と
被測定対象９０との関係を説明する概念図である。
【００７３】
　図８に示すように、本実施形態の特性測定装置４００は、大きく３つの構成部分に分類
される。
【００７４】
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　まず、その１つの構成部分は、被測定対象９０に対して照射する音波を発生する周波数
変調発振回路４１２である。本実施形態において、照射される音波の周波数は変調されて
いる。具体的には、キャリア周波数（本実施形態では、周波数が１０ＭＨｚであるが、測
定対象によって大きく変動し得る）（ｆ０）に対して、周波数変調の変調周波数（信号波
とも呼ばれる）（ｆｍｏｄ）によって変調されている。このとき、周波数変調発振回路４
１２によって変調された波（ｆ（ｔ））は、次式で表される。
【００７５】
【数１】

【００７６】
　ここで、（ｆ１）は、最大周波数偏移である。
【００７７】
　周波数変調発振回路４１２によって周波数変調された電気信号が第１増幅器２５によっ
て増幅された後、図９に示すように、音波発生器４０により、周波数変調された音波が被
測定対象９０に向けて照射される。なお、振幅変調の場合と同様に、狭義の意味では、本
実施形態の音波照射部は音波発生器４０のみを指すが、広義の意味では、本実施形態の音
波照射部には、音波発生器４０に加えて、周波数変調発振回路４１２が含まれる。
【００７８】
　次に、その２つ目の構成部分は、振幅変調された音波が照射されることによって被測定
対象９０から発生する電磁場を受信する受信部５０である。この受信部５０は、第１の実
施形態と同様の役割を果たすため、その説明を省略する。
【００７９】
　そして、本実施形態の特性測定装置４００の３つ目の構成部分は、受信部５０によって
形成された所定の周波数帯の電気信号から、被測定対象９０における上述の電気特性、磁
気特性、電気機械特性、及び磁気機械特性からなる群から選択される少なくとも１種の特
性を抽出する測定部である。
【００８０】
　本実施形態の測定部においては、図８に示す周波数変調復調回路４６７が、キャリア周
波数（ｆ０）を基準に、受信部５０によって受信された電気信号を復調する。復調された
信号は、（ｆ０－ｆｍｏｄ）に比例した復調信号としてロックインアンプ６８に送られる
。一方、復調信号と比較される参照信号（変調周波数ｆｍｏｄの参照信号）も、ロックイ
ンアンプ６８に送られる。そして、ロックインアンプ６８において、取り出された電気信
号の中から、測定対象となる電気信号を抽出する
【００８１】
　上述のとおり、本実施形態の特性測定装置４００によれば、周波数変調された音波が採
用された場合であっても、第１の実施形態における特性測定装置１００やその特性測定方
法と同様に、非破壊で被測定対象９０の電気特性、磁気特性、電気機械特性、及び磁気機
械特性からなる群から選択される少なくとも１種の特性することができる。
【００８２】
　特に、周波数変調された音波が採用した場合は、振幅変調された音波を採用した場合に
比べて、いわゆる外乱（雑音等）に対する除去に優れているといえるため、本実施形態の
特性測定装置４００は好ましい一態様である。
【００８３】
　ところで、周波数変調された音波を用いた被測定対象の特性測定装置及び特性測定方法
も、振幅変調された音波を用いた被測定対象の特性測定装置及び特性測定方法と同様に、
キャリア周波数（ｆ０）、周波数変調の変調周波数（ｆｍｏｄ）、及び最大位相偏移（ｆ

１）のいずれも、特定の数値に限定されるものではない。当業者であれば、上述の実施形
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態において明示的に又は公知技術を含む黙示的に示された技術に基づいて適宜、前述の各
周波数や偏移を変えることができる。
【００８４】
　また、周波数変調された音波を用いた被測定対象の特性測定装置及び特性測定方法も、
振幅変調された音波を用いた被測定対象の特性測定装置及び特性測定方法と同様に、ロッ
クインアンプ６８から電気信号を抽出する際に、９０°とは異なる角度を採用しても良い
。そのような場合であっても、上述の実施形態の効果のうちの全部又は少なくとも一部の
効果が奏され得る。加えて、振幅変調された音波を用いた被測定対象の特性測定装置及び
特性測定方法において説明された、ＳＱＵＩＤ、測定部６０、又は波形発生器に関する変
形例も、周波数変調された音波を用いた被測定対象の特性測定装置及び特性測定方法に適
用され得る。
【００８５】
　なお、上述の各実施形態の開示は、それらの実施形態の説明のために記載したものであ
って、本発明を限定するために記載したものではない。加えて、各実施形態の他の組合せ
を含む本発明の範囲内に存在する変形例もまた、特許請求の範囲に含まれるものである。
【産業上の利用可能性】
【００８６】
　本発明の被測定対象の特性測定装置、特性測定方法、及び特性測定プログラムは、非破
壊で被測定対象の電気特性、磁気特性、電気機械特性、及び磁気機械特性からなる群から
選択される少なくとも１種の特性することができる。従って、コロイド溶液、液晶、固体
電解質、イオン結晶、半導体、誘電体、金属、磁性体、磁性流体の何れか、あるいはこれ
らの複合材料を含む物体、構造物、又は機能デバイス等を対象とする、バイオ技術分野に
おける計測技術を含む各種特性の測定技術に利用できる。

【図１】

【図２】

【図３】
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